
資料 3の 2)労働及び雇用の修正について (修正部分は下線 )

2)労働及び雇用

(推進会議の認識 )

【労働施策と福祉施策の一体的展開による労働の権利の保障】      |
一般就労において、障害者の就業率や賃金などの労働条件は、障害のない

者と比べかなり劣悪である。一方、福祉的就労においては労働の実態がある

にもかかわらず、多くの障害者が一般労働法規の対象外とされ、通常の労働

条件を確保する展望もない状況に置かれている。

こうした現状を改善するためには、現在は分立している労働施策と福祉施

策を一体的に展開できる仕組みを創設し、必要な支援によって労働能力が十

分に発揮され、働くことを希望する障害者が可能な限り働く場から排除され

ることなく一般労働法規の対象となるようにすべきである。これにより、労

働者としての権利が保障され、公正かつ良好な労働条件、安全かつ健康的な

作業条件、人権侵害を含む苦情に対する救済制度の下で、障害者が安心して

働くことができるようにする必要がある。

併せて、生計を維持するための賃金補填などによつて所得が保障されるよ

う、適切な措置が講じられるべきである。

【合理的配慮等の提供による雇用及び労働の質の向上】

障害の種類、程度にかかわ らず、働 くことを希望するすべての障害者が差

別されることな く障害のない者と平等に就職、職の維持や昇進、昇給、復職

などができるよう、職場において事業所から適切な合理的配慮が行われる必

要がある。

また、労働能力を向上させるために必要な支援 (職業生活を維持、向上す

るための人的、物的及び経済的支援や生活支援、通勤を含む移動支援、コミ

ュニケーション支援を含む。)が行われることが必要であり、これにより、障

害者の雇用及び労働における処遇や技能の向上を図るべきである。

【雇用義務の対象拡大と職業的困難さに基づく障害程度の認定】

現在は、障害者雇用義務の対象は身体障害者と知的障害者に限定されてい

るが、その対象を、精神障害者を含むあらゆる種類の障害者に拡大するべき

である。また、障害者雇用にかかる障害程度の認定は、機能障害ではなく職

業的困難さに基づいて行うべきである。



【一般の職業紹介サービス等の利用】

障害者が障害のない者と平等に労働及び雇用に参加できるようニーズに応

じた適切な職業紹介サービス等の提供を確保するには、限られた特定の機関

で提供される障害者を対象とした特別な職業紹介サービス等だけではなく、

身近にある一般市民を対象とした通常の職業紹介サービス等が障害者にとつ

てインクルーシブでアクセシブルでなければならない。また、生涯にわたり

キヤリア形成の機会が確保されなければならない。

【多様な就業の場の創出及び必要な仕事の確保】

障害者が自由に選択し、又は納得できる労働につけるよう、企業や公共機

関での雇用に加え、自営・起業、社会的事業所や協同組合での就業、並びに

在宅就労等を含む、多様な就業の場が創出されると共に、そこで就業する障

害者が生計を立てうる適切な仕事を安定確保するための仕組みが整備されな

ければならない。

以上を踏まえ、基本法には次の観点を盛り込むべきである。

・ 労働施策と福祉施策を一体的に展開することにより、可能なかぎり障害

者が障害のない者と平等に一般労働法規の適用が受けられるようにすると

ともに、生計の維持可能な賃金の確保などのために必要な支援を受けられ

るようにすること。
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者 と平等に雇用され、働 くことができるようにすること。
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・ 障害者の休職、昇進及び復職に関し必要な措置を講ずること。

〔実施 ′鏡 こヽ当/_― つての留意点)
″ 

「障害者の体職、昇進及び復職 |こ関 ι必要な措置」と″a嫉 グな措置

であグsル 澤な るも多郷笏 1を″らガ1/_~ι ておζ必要力坊 る。

″ 総則 √アノ国民の理解 ″賃務ンの0で示ι/_― とおグ、 昼陥僣失 ι/_‐又

|ま過度の動_Fを課さなιlノ とされてιlる ごとる″まえる必要
"鯵

る。

【厚生労働ダ

・ 障害者雇用義務の対象を知的障害、身体障害から、他のあらゆる障害に

拡大すると共に、職業上の困難さに着目した障害認定を行うために必要な

措置を講じること。
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生計を立てうる適切な仕事が安定的に確保されること。
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(基本法改正に当たつて政府に求める意見 )
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